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Systematic research of potential risks extraction methods  
for prevention 
The manufacturer have been requested to prevent safety accidents from all costumers and society. 
Therefore they have been promoting the introduction of risk assessment techniques, such as R-Map 
and FMEA. In order to further promote these approach for risk management, I have researched about 
potential risks extraction, the world of knowledge utilization, and management system for prevention. 
At the results, I have found the effectiveness of two kinds of new potential risk extraction technique. 
One is by extracting “competing products on the function”, “other products used in same environment” 
and “similar structured products”. And the other is by analyzing opened safety accidents information 
by using the network theory and adjacency matrix. 
 Then I pay attention to the effectiveness of international standards such as IEC, in order to design the 
safety against accidents.  
 By applying my research, it should be possible to prevent the safety accidents in technical area of lack 




製造業者は製品安全事故の未然防止を強く求められており，積極的に R-Map や FMEA とい
ったリスクアセスメント技法の導入を進めている．これを更に推し進めるために潜在リスク
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それらの事態に対して行政機関は，2007 年と 2009 年に改正消費生活用製品安全法[2]を施行
し，製品安全事故報告･公開制度と長期使用製品安全点検・表示制度を導入した．同様な事故
報告制度は，北米や EU では既に導入されており，特に米国は他国に先駆けて 1973 年米国消
費者製品安全委員会[3]が，大統領直属の政府機関として発足以来，製品安全事故情報を収集分




1.1  1980 年代以降の電気・電子機器の製品安全事故発生状況 
1.1.1  1980 年以降の電気・電子機器 
表 1.1 に表現するように 1980 年代は情報・ビジネス機械と家電・AV 製品は峻別されてい
たが，1990 年より両者の境界が徐々に無くなってきている．1980 年代後半～1990 年代前半
は，インターネット及び PC が爆発的に普及する以前(Windows3.1 の発売が 1993 年)で，AV 機
器業界においては大画面ブラウン管テレビが普及し，情報ビジネス機械業界ではプリンター
/FAX/複写機のモノクロ複合機(Monochrome Multifunction Peripheral)が発売された時代である． 















1.1.2 ブラウン管 TV の発煙発火事故 
1989 年 8 月に都内の高層マンションにおいてブラウン管型カラーテレビが突然発火したこ
















流・平滑化し DC 電圧(VOUT)に変換する． 
 





































































































































































































 電気・電子機器の製品発火事故，P 社給湯器，M 社製小型ガス給湯器更には FF 式石油温風
機の不完全燃焼による死亡事故，および事務機械各社製のシュレッダによる幼児指先切断等
の重大事故の頻発を受けて，経済産業省は消費生活用製品安全法の改正に取り組み，重大事
故についての報告義務，主務大臣による公表等の規定を盛り込み， 2007 年 5 月 14 日に施行
された．本法律の中で製造業者または輸入業者は，重大製品事故が発生したことを知った日
から 10 日以内に，製品の名称や事故の内容等を主務大臣に報告することが義務付けられてい







































1.2.3 長期使用製品安全点検制度及び長期使用製品安全表示制度  
 市場で発生した重大事故の多くが，長期使用に伴う経時劣化が主因であることより，「消費










































現する．製品安全事故の報告制度が導入された 2007 年に社告件数が急増し，2009 年に激減









管 TV も長年再社告を繰り返してきた．これらのことより以下のことが読み取れる． 






































































































































































図 1.12 に表現する． 
 







































































ついて分析する．表 1.3 にキーワード別の経過時間の分布を統計特性値で表し，図 1.14 及び
図 1.15 に時間分布を表す．両グラフの縦軸(累積比率)はそれぞれのキーワードに該当する社
告全件数を 1.0 に規格化し，各社告情報の製造･販売開始からの当該時間までの累積件数を比






































表 1.3 要因別特性値（初回の社告） 
 相乗平均 中央値 標準偏差 
絶縁破壊系 5.73 7.55 6.57 
断線系(接触抵抗増加) 4.79 5.50 6.33 
半田不良 10.71 12.79 6.69 
電池系 7.18 7.67 6.34 
コンデンサ劣化 14.30 15.51 6.73 
組付・製造不良 2.84 3.04 5.68 
















































ここで取り上げた事故情報は，2007 年 8 月以降の日本の大手家電メーカーの事故情報をホー















































































































































































 弊社ではランクⅠに関しては 15 年以上発生していないため，ランクⅡの事故の要因を分析













































































































































































 製造業者は製品開発時には，IEC(International Electro-technical Commission；主に電気･電子
















は抽出されたリスク結果を判定するリスクマップ手法 [26][27] ( 以後 R-Map と呼ぶ ) と，潜在
リスクそのものを抽出しリスク判定する Failure Mode and Effect Analysis ( 以後 FMEA と呼

































図 2.1 に表現する． 
 
図 2.1 品質における安全性の位置付け[33][34] 
2.1.2 製品安全リスクと R-Map 
製品安全のリスクはある事象生起の確からしさと，それによる負の結果の組合せと定義[35]
されており，2.1 式のように発生事故の重大性(S)と事故の発生頻度(f)で決まる． 
製品安全のリスク＝事故の発生頻度(f) ×事故の重大性(S) (2.1) 




























頻発する Ⅴ Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 
4 10-４～ 10-５ 
しばしば発生
する 
Ⅴ Ⅲ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 
3 10-５～ 10-６ 時々発生する Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 
2 10-６～ 10-７ 
起こりそうに
ない 
Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅲ Ⅱ 
1 10-７～ 10-８ 
まず起こり得
ない 
Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅳ Ⅲ 
0 10-８以下 考えられない Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ Ⅴ 

































数引用されているのをはじめ，試験方法や表示方法等約 30～40 の標準が引用されている． 
 
図 2.3 電気・電子機器の国際安全規格の体系 
2.2.2 安全規格基準認証制度 
多くの製品は適合すべき安全規格が一義的に決定するが，一義的に定まらない場合もあ
る．例えばプロジェクターの製造業者は個社の判断で，  IEC 60065(AV 機器-安全性要求事
項)に準拠させても，IEC 60950-1(情報技術機器-安全性-第 1 部：一般要求)に準拠させてもよ
い．また個々の製品に関しては適用除外項目が認められている．大手の製造業者は企業内に
第三者認証された試験所を所有しており，その試験結果を含む申請を第三者に認証してもら
う仕組みを CB (Certification Body)認証制度と呼んでいる．試験を実施することを認証された
組織を CBTL( CB Testing Laboratory ; CB 認証制度において認められた Testing Laboratory )と
呼び，各国 NCB（National Certification Body：日本では日本工業調査会）の下部組織と登
録されており，CBTL より発行される報告書が CB レポートであり，これを利用して，CB

































るためには，製造業者は CB レポートを取得しなければならない． 





って事実上 C 規格の位置付けとする． 
C 規格が無い産業領域の製造業者や，新規産業を企画している製造業者は，C 規格が明確
な製造業者以上に，国際標準動向及び標準化体系を詳細に調査する必要がある．そのため第




























































































































































































①機能上の競合製品；設計・構造等は異なるが，機能・性能上市場で競合になる製品であり，   
顧客の使用環境や操作方法，更には知識レベルや要求品質レベルが共通であることが多い






























表 3.1 新製品開発時の情報収集製品 


















































 表 3.1 に表した三種類の製品群の情報を入手することにより，信頼性や製品安全の仕様に
展開することができる．  































































図 3.2 機能上の競合製品から信頼性・安全性能抽出フロー 
3.5 開発事例(2)- データプロジェクタ 
製造業者としては初参入商品であっても，既に先行他社が発売している製品を開発した際

































































































に決定されるモデルであり，20 世紀初頭にロシアの数学者 Andrey Andreyevich Markov の研究
功績が有名である．なお直前の状態のみにより次の状態が決定される場合は単純マルコフモ
デルといい，直前 N 個の状態に依存する場合は N 重マルコフモデルと呼ぶ．近年では 1960












図 4.2 隠れマルコフモデルで表現した安全事故モデル 
4.1.2 本技法の概要  




































0 1 1 0 0












   (4.1) 
表4.1 隣接行列 
 結果系 




a1 0 1⤴① 1⤴② 0 0 
a2 0 0 0 1⤴③ 1⤴④ 
a3 0 0 0 1⤴⑤ 0 
a4 0 0 0 0 1⤴⑥ 













0 0 0 2 𝟏

































1 ≥ a𝑖𝑗 ≥ 0  (4.4) 
表 4.2 隣接行列(M)  表 4.3 隣接行列(M 4) 
 


















































































0 0 0 0 0 
 空間・沿面絶縁
破壊・放電 




0 0 0 0 
 
トラッキング 0 0 0 0 0 0 
一次部品不良 0 0 
1 
③ 
0 0 0 
 






0 0 0 
 埃・煤等異物の
堆積 
0 0 0 0 0 0 






























      (4.6) 
4.1.5 累積状態遷移確率と平均経路長 
確率行列 P の各成分 P(i，j)は Pi→Pj に直接遷移する確率を表している．累積状態遷移確
率 PTP は，(4.7)に示すように行列の累乗（P，P 2，P 3・・・・）を無限大（実際は最大連関
経路長まで)まで累積極限和を取ることにより求まる． 
PTP=P+P




     (4.7) 
本報告中の事例は原因系因子が何回状態遷移して発火に至るかがメカニズムを定量的に把




L i=∑ s A 





















表4.4 製品安全事故のキーワード一覧  










































































行（合計 96）の数値は一致しない．また図 4.1 における長期劣化要因のように最初の事象(第





態を統合して，行及び列数を減らしている．   
 
 














空 間 ・ 沿 面 絶 縁
破 壊 / 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( S W /
リ レ ー ）
接 触 抵 抗 ( コ ネ ク タ
系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
系 ）
半 田 断 線
電 源
ヒ ー タ ー
ス イ ッ チ ・ リ
レ ー 等
そ の 他 部 品
コ ン デ ン サ
パ ワ ー デ バ イ ス
モ ー タ ー
電 池
二 次 半 導 体 ・ コ
ン ト ロ ー ラ
そ の 他 電 子 部 品
過 負 荷
ば り ・ エ ッ ジ
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
外 来 ノ イ ズ
長 期 劣 化 要 因
埃 の 蓄 積
表 面 汚 染






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































空 間 ・ 沿 面 絶 縁 破 壊 / 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み 系 ）
半 田 断 線
電 源
部 品 （ 一 次 回 路 系 ）
電 子 部 品 ・ 故 障
電 池
過 負 荷
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
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長 期 劣 化 要 因
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因子 平均経路長 反応数 
固体絶縁破壊 1.00 20 
電池 1.00 18 
接触抵抗(締め込み系） 1.03 43 
接触抵抗(部品系） 1.08 15 
空間・沿面絶縁破壊/放電 1.12 47 
部品（一次回路系） 1.68 78 
トラッキング 2.07 13 
半田断線 2.28 16 
埃・汚染・水 2.29 33 
製造不良 2.51 72 
誤使用系 2.53 9 
保守・設置不良 2.68 3 
設計・構造不良 2.70 95 
長期劣化要因 2.87 54 




























































































































































表 4.11 状態遷移における特徴的な違い(単位％) 
前の状態 遷移状態 エアコン 





0.58 4.42② 0 
機械的故障 1.73 0.89 0 
電子部品･故障 固体絶縁破壊 10.1 0.5 0 
埃・汚染・水 トラッキング 13.29① 0.88 0 
長期劣化 
半田断線 0 2.65 0 
部品(一次回路) 0.58 4.42② 1.76 
電子部品・故障 4.62 7.96 16.2③ 
























4.6 10.3 1.5 
固体絶縁破壊 3.3 12.9 21.9 
トラッキング 16.6 1.7 0.0. 
断線
系 
接触抵抗増大 5.3① 0.9 1.2 
半田断線 0.0 6.9② 0.0 
電源・一次回路 6.0 15.5 1.9 
電子
部品 
コンデンサ 6.0 12.1 15.1 
その他 4.0 2.6 7.4 
機械的要因 8.0 2.6 3.7 
設計・構造不良 14.6 1.7 0.0 
製造不良 6.0 10.3 0.0 
長期劣化 8.0 19.0 33.6③ 






















































































































OS 発売 サポート終了 サポート期間 
Windows 95 1995年8月 2001年12月 6年4ヶ月 
Windows 98 1998年7月 2006年7月 8年 
Windows Me 2000年9月 2006年7月 5年10ヶ月 
Windows 2000 2000年2月 2010年7月 10年5ヶ月 
Windows XP 2001年11月 2014年4月 12年5ヶ月 
Windows Vista 2006年11月 2017年4月 10年5ヶ月 
Windows 7 2009年9月 2020年1月 10年4ヶ月 















































 電気・電子機器の安全規格の構造は図 2.3 に表現したように，国際標準体系の中で個別機械
安全規格(C 規格)として AV 機器群(IEC60065[12])，情報技術機器群(IEC60950-1[11])，家庭用電


















感電 209 132 140 
エネルギーによる危険  39 19 40 
火災 176 155 170 
熱的危険 (やけど) 96 147 176 
機械的危険  34 29 16 
放射  2 6 1 
化学的危険  4 0 4 
近年情報技術機器の安全規格(IEC 60950-1)と，AV 機器の安全規格(IEC 60065) 2 つを統合
し，新しい安全規格としてオーディオ/ビデオ，情報及び通信技術機器－安全要求事項(IEC 














































空 間 ・ 沿 面 絶 縁
破 壊 / 放 電
固 体 絶 縁 破 壊
ト ラ ッ キ ン グ
接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
系 ）
半 田 断 線
電 源
部 品 （ 一 次 回 路 系 ）
電 子 部 品 ・ 故 障
電 池
過 負 荷
機 械 的 故 障
制 御 不 良
設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
長 期 劣 化 要 因
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/ 放 電
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接 触 抵 抗 ( 部 品 系 ）
接 触 抵 抗 ( 締 め 込 み
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設 計 ・ 構 造 不 良
製 造 不 良
保 守 ・ 設 置 不 良
誤 使 用 系
長 期 劣 化 要 因
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っている可能性が高いため，基準そのもののアセスメントをする必要がある．   















































































































































標準番号 名称 設計不良 長期劣化 埃の蓄積/吸湿 
IEC 60664-1  低電圧系統内機器の絶縁協調 [64] 196 25 26 
 
IEC 60950-1 情報技術機器-安全性- 97 0 19 
IEC 60065 AV及び類似の電子機器-安全性要求 32 0 5 




























































関連する標準は，図 5.6 及び図 5.7 に表現したように環境試験標準から引用・参照されている
標準が多い．表 5.7 に環境試験標準の一覧表(IEC 60068-2 シリーズ；環境試験－第 2 部：試験)
を示す．表中のゴシック字は IEC 60664 シリーズで直接引用されている標準であり，下線付
き太字は IEC61191 シリーズに引用されている標準である．また斜体太字は絶縁性劣化に関連
のあると考えられる試験標準である． 
表 5.7 環境試験標準一覧表 
番号 名称  
1 環境試験－第 1 部：総則及び指針  
2-1 試験 A：低温（耐寒性）試験方法  
2-2 試験 B：高温（耐熱性）試験方法  
2-5 試験 Sa：地上レベルでの擬似太陽光線放射及び太陽光線放射試験の指針  
2-6 試験 Fc：振動(正弦波) 
2-7 試験 Ga：加速度，定常  
2-10 試験 J 及びガイダンス：かびの生育  
2-11 試験 Ka：塩水噴霧  
2-13 試験 M：減圧  
2-14 試験 N：温度変化  
2-17 試験 Q：封止（気密性）試験方法  
2-18 試験 R 及びガイダンス：耐水性試験及び指針  
2-20 試験 T：リード付き素子のはんだ付性及びはんだ耐熱性試験方法  
2-21 試験 U：端子の強度及び一体型実装デバイス 
2-27 試験 Ea 及び指針：衝撃  
2-30 試験 Db：温湿度サイクル(12 + 12 時間サイクル) 
2-31 試験 Ec：乱暴な取扱いによる衝撃，主として機器形供試品  
2-38 試験 Z/AD：温湿度組合せサイクル試験  




2-40 試験 Z/AM：低温減圧複合試験  
2-41 試験 Z/BM：高温減圧複合試験  
2-42 試験 Kc:接点及び接続部の二酸化硫黄試験  
2-43 試験 Kｄ :接点及び接続部の硫化水素試験  
2-44 試験 T に関するガイダンス：はんだ付  
2-45 試験 XA 及びガイダンス：洗浄溶剤浸せき（耐溶剤性）試験  
2-46 試験 Kd の指針：接点及び接続部の硫化水素試験  
2-47 振動，衝撃及び類似の動的試験のための供試品の取付け  
2-49 試験 Kc の指針：接点及び接続部二酸化硫黄試験  
2-52 試験 Kb：塩水ミスト・サイクリック(塩化ナトリウム) 
2-53 試験及び指針－気候 (温度 /湿度)及び動的(振動 /衝撃)組合せ試験  
2-54 試験 Ta：電子部品のウエッティングバランス法によるはんだ付性試験  
2-55 試験 Ee 及び指針－バウンスを含むルースカーゴの試験  
2-57 試験 Ff：振動－時刻歴法  
2-58 試験 Td－表面実装デバイス（SMD）のはんだ付性，電極の耐はんだ食われ性及びはんだ耐熱性試験方法  
2-60 試験 Ke：混合ガス流腐食試験  
2-61 試験 Z/ABDM：耐候試験  
2-64 試験 Fh：振動,広帯域不規則及び指針  
2-65 試験 Fg：振動－音響的誘導試験方法  
2-66 試験 Cx：耐湿，定常状態(不飽和加圧蒸気) 
2-67 試験 Cy：耐湿，定常状態で主として構成部品を対象とする加速試験 
2-68 試験 L：粉じん及び砂じん  
2-69 試験 Te：ウエッティングバランス法による表面実装用電子部品 (SVS)のはんだ付性試験方法  
2-70 試験 Xb：手指の摩擦によって生ずるマーク及び文字の摩耗  
2-74 試験 Xc：流体汚染  
2-75 試験 Eh：ハンマ試験  
2-77 試験 77：本体強度及び衝撃  
2-78 試験キャブ：高温高湿，定常  
2-80 試験 Fi：振動－混合モード  
2-81 試験 Ei：衝撃－衝撃スペクトルの合成  
2-82 試験 Tx：電気・電子部品のためのウィスカ試験方法  
2-83 試験 Tf：はんだペーストを用いるウェッティングバランス法による表面実装素子（SMD）の電子部品のはんだ性試験  
5.5 国際標準の調査方法 
 本項では国際標準体系を調査する方法を着想する．個々の国際標準には必ず国内標準化検

















表 5.8 電気電子機器の安全性並びに絶縁破壊に関する TC/標準名/事務局(審議団体) 
Technical Comitee 標準名 標準番号 標準化事務局 





















電気用プラスチックフィルム－第 3 部：個別材料仕様－ 
IEC60674-3 シリ
ーズ 



























電気用波板紙及びプレスペーパー IEC 61628 ｼﾘｰｽﾞ 
熱収縮成形形状 IEC 62329 ｼﾘｰｽﾞ 
TC 28：絶縁協調/低
圧機器の絶縁協調 































医用電気機器(光使用機器) IEC 60601-2 ｼﾘｰｽﾞ 一般財団法人 
光産業技術振
興協会 
レーザ製品の安全性 IEC 60825 ｼﾘｰｽﾞ  














相あたり 75 A 以上の定格電流をもつ電気機器の外乱特
性を測定するために用いる基準インピーダンス及び公共
電源網インピーダンスに関する考察 










情報技術機器－安全性－第 1 部：一般要求事項 IEC 60950-1  
オーディオ・ビデオ，情報及び通信技術機器－第 1 部：
安全要求事項 
IEC 62368-1  
TC 109:低圧系統内
機器の絶縁協調 






委員が参加して審議している．例えば TC 61 の標準化事務局である一般社団法人日本電機工
業会や，電子部品関係の TC 及び TC62:医療機器の安全の標準化事務局である一般社団法人











































































































































セスの中で重要な技法と位置付けられているのが FMEA と R-MAP である． 特に FMEA 及
びそれを適用した技法は，産業界や学界からリスク抽出，リスクアセスメント及びリスク対



















図 6.2 品質保証体系図の中の再発・未然防止プロセス 
 








































































② 安全事故情報から，隣接行列化する統一的なルール  
第四章で，文書で記述された安全事故情報を，隣接行列を使って数量化する方法を検討す
る.しかし一般に事故発生に至るメカニズムは単純に直鎖で表現されるとは限らず，OR 条
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付録 A 製品安全事故に関連する標準 











図 A.2 燃焼放出物による被害に関する IEC 規格 
なおこの中で毒性に関する標準(IEC60695-7)は表 A.1 に記載されている通り，電子機器は
同時に大量に燃焼しない限り，考慮する必要性は低いと規定されている．  
表 A.1 IEC60695-7 の概要 





















・ISO/TR 9122-1 : 1989  （燃焼放
出物の毒性試験−第 1 部：通則）廃
止 























図 A.3 発火・発煙から延焼へ発展することを防御するための標準規定 
 これらの三項目に機器の大きさ(機器の大きさは燃料となる高分子料の多さである)を加え















−  A.1 の試験  
−  JIS C 60695-2-20 のホットワイヤ試験（着火を引き起こす
可能性がある高温部分から空間距離 13 mm 未満の場合） 
18kg 以下の可動形
機器 
− V-1  
−  A.2 の試験  
−  JIS C 60695-2-20 のホットワイヤ試験 （着火を引き起こ
す可能性がある高温部分から空間距離 13 mm 未満の場合） 
開口部を塞ぐ部分 
− V-1 
−  A.2 の試験  





4.7.3.1 及び 4.7.3.3 参照 
−  厚さが 3 mm 以上は HB40  
−  厚さが 3 mm 未満は HB75  
− HBF 
−  JIS C 60695-2-11 のグローワイヤ試験 550 ℃ コネクタ






− V-2  
− HF-2  
−  A.2 の試験 
−  コンポーネントに関する規格  




− HF-2  
−  A.2 の試験  
例外は 4.7.3.5 参照 
高電圧（4 kV 超）のコンポーネント 
4.7.3.6 参照 
− V-2 
− HF-2  
−  JIS C 6065 の 14.4 による試験  
−  JIS C 60695-11-5 のニードルフレーム試験 
A.3 絶縁破壊(個体絶縁破壊・空間/沿面絶縁破壊) 
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